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は
じ
め
に １  計画策定の背景・目的と位置付け 

（１）計画策定の背景・目的 

本市では、住生活基本法の基本理念、国及び県の住宅政策の方針や社会情勢の変化を踏まえ、

本市の実情に即した住宅政策を計画的に推進することにより、現在及び将来における市民の住

生活の安定と向上を図ることを目的として、平成 23 年 3 月に田川市住宅マスタープランを策定

し、同計画に沿って計画的に住宅政策を推進してきました。 

しかしながら、計画期間の中間年を迎え、本格的な少子高齢社会の到来や空き家の増加、さ

らには大規模地震に対する住宅の安全性問題など、本市の住まいを取り巻く状況は大きく変化

しています。 

一方、国における住宅政策の視点は、新規供給重視からストック活用重視へと大きく転換し

ており、今後 10 年の我が国の住宅政策の指針となる新たな住生活基本計画（全国計画）が平成

28 年 3 月 18 日に閣議決定されました。 

これらのことから、田川市住宅マスタープランについて、現計画の進捗状況を評価・分析し、

新たに取り組むべき課題や現在の問題点を改めて整理した上で、本市の実情に即した計画へと

見直しを行うものです。 
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は
じ
め
に （２）計画の位置付け  

本計画は、田川市第 5 次総合計画を上位計画とし、本市の住宅政策を総合的かつ計画的に推

進するための基本となる計画です。 

策定に当たっては、関連計画との連携・整合を図るとともに、住生活基本法及びそれに基づ

く国・県の住生活基本計画との整合を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）計画期間 

計画期間は、平成 28 年度から平成 37 年度までの 10 年間とします。なお、社会情勢や国の動

向、施策の進捗状況を踏まえ、定期的に評価・分析し、概ね５年程度で適宜、見直しを行いま

す。 

  

【田川市の計画】 【国・県の計画】 

 
住生活基本法 

（平成 18年 6月） 

 

住生活基本計画 

（全国計画） 

（平成 28年～平成 37年） 

 

福岡県 

住生活基本計画 

（平成 28年～平成 37年） 

 

田川市第５次総合計画 

【後期計画】 

（平成 28年～平成 32年） 

 
田川市未来創生総合戦略 

（平成 27年～平成 31年） 

 

田川市都市計画 

マスタープラン 

（平成 23年～平成 42年） 

 田川市住宅 

マスタープラン 

 

関連計画 
・田川市環境基本計画 

・田川市地域福祉計画 

・田川市高齢者保健福祉計画 

・田川市障がい者福祉基本計画 

・田川市子ども・子育て支援事業計画 

・田川市地域防災計画 など  

 
・田川市市営住宅長寿命化計画 

・田川市耐震改修促進計画 
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は
じ
め
に ２  現計画の検証 

現計画の施策の進捗状況及び成果指標の達成状況を評価・分析することで今後取り組むべき

方向性を見出し、その結果を計画に反映するため、現計画の検証を行います。検証結果は以下

のとおりです。 

（１）施策の進捗状況 

基本目標１ 次世代に継承できる良好な住まいづくり  実績 

 施策目標１ 良質な住まいづくりの促進  
H23 H24 H25 H26 

 施策１ 住宅の品質確保  

 住宅リフォーム助成制度の創設 ▶ ─ 
創設 
31 件 54 件 35 件 

住宅性能表示制度の普及促進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

住宅金融支援機構融資制度の普及促進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

施策２ 住宅の長寿命化の促進   

 長期優良住宅の普及促進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

住宅のメンテナンス方法の情報提供 ▶ 実施 実施 実施 実施 

住宅リフォーム助成制度（再掲） ▶ ─ 
創設 
31 件 54 件 35 件 

施策目標２ 環境に配慮した住まいづくりの促進  
 

 施策１ 省エネ・省資源に配慮した住宅の普及促進  

 省エネ性能向上等に配慮した住宅の情報提供 ▶ 実施 実施 実施 実施 

住宅リフォーム助成制度（再掲） ▶ ─ 
創設 
31 件 54 件 35 件 

施策２ 健康に配慮した住宅の普及促進   

 シックハウス問題等に関する情報提供 ▶ 未実施 未実施 未実施 未実施 

施策目標３ 安心・安全な住まいづくりの促進  
 

 施策１ バリアフリー化の推進  

 住宅のバリアフリー化に関する情報提供 ▶ 実施 実施 実施 実施 

住宅リフォーム助成制度（再掲） ▶ ─ 
創設 
31 件 54 件 35 件 

施策２ 耐震性能を確保した住宅供給   

 住宅の耐震化に関する情報提供 ▶ 実施 実施 実施 実施 

耐震改修促進計画の策定 ▶ ─ ─ ─ 策定 

住宅リフォーム助成制度（再掲） ▶ ─ 
創設 
31 件 54 件 35 件 

施策３ 住宅火災の予防促進   

 住宅用火災警報器の普及促進 ▶ 未実施 未実施 未実施 未実施 

施策目標４ 地域に根ざした住まいづくりの促進  
 

 施策１ 住宅や暮らしを通したコミュニティビジネスの構築  

 地域バンクの構築に向けた体制づくりの検討 ▶ 検討中    

施策２ 地域資材を活用した住宅の供給促進   

 田川型環境共生住宅の開発及び普及促進 ▶ 検討中    

施策３ 住教育の充実   

 住宅や住環境に関する学習機会の充実 ▶ 未実施 未実施 未実施 未実施 

基本目標２ 移住・定住人口の増加をめざす住まいづくり  
  施策目標１ 良好な住環境の形成  

 施策１ まちづくりと連携した住環境の形成  

 都市計画マスタープランの推進 ▶ 実施 実施 実施 実施 
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中心市街地再生のための街なか居住推進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

都市計画制度等の活用 ▶ 実施 実施 実施 実施 

施策２ ゆとりと潤いのある住環境の形成   

 環境基本計画の推進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

環境教育・環境学習の推進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

環境美化、緑化の推進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

施策３ 市民にやさしい住環境の形成   
 田川市福祉のまちづくり整備基本計画の推進 ▶ 実施 実施   

高齢者保健福祉計画、障がい者福祉基本計画、次世代育
成支援体制行動計画の推進 

▶ 実施 実施 実施 実施 

施策４ 安全な住環境の形成   
 密集住宅地の改善 ▶ 実施 実施 実施 実施 

地域防災計画の推進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

施策目標２ 住宅の円滑な流通促進  
 

 施策１ 住情報の提供と住宅相談体制の充実  
 住情報提供の充実 ▶ 実施 実施 実施 実施 

住宅相談体制の充実 ▶ 実施 実施 実施 実施 

施策２ 空き家の活用   
 

空き家活用体制と管理運営の検討 ▶ ─ ─ ─ 

空き家バンク 
創設 

物件登録 
１件 

利用者登録 
９件 

施策目標３ 移住・定住化の促進  
 

 施策１ 移住・定住者への居住支援  
 移住・定住者への助成制度の創設 ▶ ─ 

創設 
29 件 39 件 52 件 

住情報提供の充実（再掲） ▶ 実施 実施 実施 実施 

施策２ 良質な住宅地の提供   
 

良質な住宅地の提供（星美台、月美台） ▶ 
星美台

12 件 

星美台 
7 件 

月美台
31 件 

星美台 
2 件 

月美台
35 件 

星美台 
1 件 

月美台
48 件 

移住・定住者への助成制度の創設（再掲） ▶ ─ 
創設 
29 件 39 件 52 件 

基本目標３ 誰もが安心して住み続けられる住宅セーフティネットづくり  
  施策目標１ 市営住宅の的確な供給と管理運営  

 施策１ 計画的な整備  
 計画的な建替え・改善修繕及び入居募集停止の推進 ▶ 

改善 
486 戸 

改善 
400 戸 

改善
2,249 戸 

改善
1,190 戸 

高齢化等に配慮した公営住宅の供給 ▶ 
バリアフ
リー住戸 

16 戸 
─ 

バリアフ
リー住戸 

18 戸 

バリアフ
リー住戸 

12 戸 

市営住宅長寿命化計画の策定 ▶ 策定 ─ ─ ─ 

施策２ 的確な管理運営   
 入居管理の適正化 ▶ 実施 実施 実施 実施 

多様化する住宅困窮者への対応 ▶ ─ ─ ─ 実施 

若年層、子育て世帯等への対応 ▶ 実施 実施 実施 実施 

施策目標２ 民間住宅の活用  
 

 施策１ 支援制度の普及促進  
 地域優良賃貸住宅の普及促進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

あんしん賃貸支援事業の普及促進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

家賃債務保証制度の普及促進 ▶ 実施 実施 実施 実施 

高齢者円滑入居賃貸住宅、高齢者専用賃貸住宅の普及促進 ▶ 実施 実施 実施 実施 
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一定の省エネルギー対策を講じた住宅の比率

評価

・より一層の取組の強化が必要

1.6%

3.3%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

平成20年 平成25年 平成32年

最低居住面積水準未満率

早期解消

評価

・取組の強化が必要

56.8%
52.5%

75.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

平成20年 平成25年 平成32年

高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率

評価

・取組の強化が必要

3.6%

5.1% 5.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

平成20年 平成25年 平成32年

年間のリフォーム実施率（直近5年平均）

評価

・早期達成

60.7% 62.6%

75.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

平成20年 平成25年 平成32年

耐震性を有する住宅ストックの比率

評価

・おおむね順調

（２）成果指標の達成状況 

項目 H20 H25 
目標 
（H32） 

進捗状況 今後の方向性 

最低居住面積 
水準未満率 

 
 
 

水準未満世帯数 
総世帯数 

1.6% 3.3% 
早期 
解消 

 

早期解消に向
け、最低居住面
積水準未満世帯
の住み替え先と
なる住宅の供給
を促進する。 

一定の省エネルギ
ー対策を講じた住

宅の比率 
 

 
ペアガラス有住宅数 

住宅総数 

7.1% 9.8% 30％ 

 

リフォームや新築
時の省エネに対
する意識向上を
図り、省エネルギ
ー住宅の普及を
促進するとともに
支援を行う。 

高齢者の居住する住宅 
のバリアフリー化率 

 
 
 

高齢者用設備有住宅数 
住宅総数 

56.8% 52.5% 75% 

 

高齢者のバリア
フリーに対する意
識向上を図り、バ
リアフリー化され
た住宅の普及を
促進するとともに
支援を行う。 

年間のリフォーム
実施率 

（直近 5 年平均） 
 
 
 

リフォーム件数（不朽等無） 
持ち家総数 

3.6% 5.1% 5% 

 

早期に目標値を
達成しているた
め、さらなる成果
の向上を目指
す。 

耐震性を有する 
住宅ストックの比率 
 
 
 
(持家総数－耐震性無住宅数) 

持家総数 

60.7% 62.6% 75% 

 

耐震改修の必要
性と重要性を広く
周知し、住宅の
耐震改修を促進
するとともに支援
を行う。 
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は
じ
め
に ３  現計画からの変更点 

検証結果を踏まえ、施策体系を以下のとおり見直します。 

 

見直し前                              見直し後 
 

 

  

基本目標１ 次世代に継承できる良好な住まいづくり  基本目標１ 次世代に継承できる良好な住まいづくり 

 
 
 

施策目標１ 良質な住まいづくりの促進 
 

 施策目標１ 良質な住まいづくりの促進 

 施策１ 住宅の品質確保  施策１ 住宅の品質確保 

施策２ 住宅の長寿命化の促進  施策２ 住宅の長寿命化の促進 

施策目標２ 環境に配慮した住まいづくりの促進 
 

施策目標２ 環境に配慮した住まいづくりの促進 

 施策１ 省エネ・省資源に配慮した住宅の普及促進  施策１ 省エネ・省資源に配慮した住宅の普及促進 

施策２ 健康に配慮した住宅の普及促進  施策２ 健康に配慮した住宅の普及促進 

施策目標３ 安心・安全な住まいづくりの促進 
 

施策目標３ 安全・安心な住まいづくりの促進 

 施策１ バリアフリー化の推進  施策１ バリアフリー化の推進 

施策２ 耐震性能を確保した住宅供給  施策２ 耐震性能を確保した住宅供給 

施策３ 住宅火災の予防促進  施策３ 住宅火災の予防促進 

施策目標４ 地域に根ざした住まいづくりの促進 
 

施策目標４ 地域に根ざした住まいづくりの促進 

 施策１ 住宅や暮らしを通したコミュニティビジネスの構築  施策１ 住宅や暮らしを通した住宅ストックビジネスの構築 

施策２ 地域資材を活用した住宅の供給促進   

施策３ 住教育の充実  施策２ 住教育の充実 

基本目標２ 移住・定住人口の増加をめざす住まいづくり 

 

基本目標２ 移住・定住人口の増加をめざす住まいづくり 
 施策目標１ 良好な住環境の形成  施策目標１ 良好な住環境の形成 

 施策１ まちづくりと連携した住環境の形成  施策１ まちづくりと連携した住環境の形成 

施策２ ゆとりと潤いのある住環境の形成  施策２ ゆとりと潤いのある住環境の形成 

施策３ 市民にやさしい住環境の形成  施策３ 市民にやさしい住環境の形成 

施策４ 安全な住環境の形成  施策４ 安全な住環境の形成 

施策目標２ 住宅の円滑な流通促進 
 

施策目標２ 良質な住宅の流通促進 
 施策１ 住情報の提供と住宅相談体制の充実  施策１ 良質な住宅の供給促進 

施策２ 空き家の活用  施策２ 良質な住宅地の供給促進 

 

 
 

施策目標３ 空き家の有効活用 

 施策１ 空き家活用の促進 

施策目標３ 移住・定住化の促進 施策目標４ 移住・定住化の促進 
 施策１ 移住・定住者への居住支援  施策１ 移住・定住者への居住支援 

施策２ 良質な住宅地の提供  施策２ 移住・定住情報の一元発信 

   施策３ 市営住宅の有効活用 

基本目標３ 誰もが安心して住み続けられる住宅セーフティネットづくり  基本目標３ 誰もが安心して住み続けられる住宅セーフティネットづくり 
 施策目標１ 市営住宅の的確な供給と管理運営 

 
 施策目標１ 市営住宅の的確な供給と管理運営 

 施策１ 計画的な整備  施策１ 計画的な整備の推進 

施策２ 的確な管理運営  施策２ 的確な管理運営の推進 

施策目標２ 民間住宅の活用  施策目標２ 民間住宅の活用促進 
 施策１ 支援制度の普及促進   施策１ 支援制度の普及促進 
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